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Ⅰ 基本事項 

 

１．マニュアル策定の目的と位置づけ 

 本マニュアルは、災害発生時に大量に生じる廃棄物等を迅速かつ適正に処理するために

必要な事項を定め、町民の生活環境を守り、早期の復旧及び復興に資することを目的に基

本的な手順を定めるものである。 

 本マニュアルの策定においては、国の「災害廃棄物対策指針（平成 30年３月改定）」及

び「岩手県災害廃棄物対応方針（平成 28 年３月策定）」並びに「住田町地域防災計画」と

整合性を図るものとし、本マニュアルを国が示す市町村災害廃棄物処理計画に当たるもの

として定める。 

 

図１-１ 本マニュアルの位置づけ 
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Ⅱ 発災時における廃棄物処理対応の流れ 

 

発災（地震・降雨・洪水等） 

 

初動段階（当日～数日） 

全体の主な動き 災害廃棄物処理の動き 

・災害対策本部の組織・運営 

・通信の確保 

・被害状況の収集、伝達 

・応援の受入れ 

・広報活動 

・救助・救急活動 

・避難所等、被災者の生活対策（避難所開設） 

・物資等の輸送、供給対策 

・公共インフラ被害の応急処置等 

(1)組織体制・指揮命令系統（Ｐ３） 

(2)情報収集・連絡（Ｐ４） 

 

(3)協力・支援体制（Ｐ４） 

(4)各種相談窓口の設置等（Ｐ５） 

(5)住民等への啓発・広報（Ｐ６） 

(6)仮設トイレ等し尿処理（Ｐ７） 

(7)避難所ごみ（Ｐ８） 

 

 

応急段階（数日～数週間後） 

全体の主な動き 災害廃棄物処理の動き 

・建物、宅地等の応急危険度判定 

・ボランティア活動開始 

その他、初動段階の継続 

(1)発生量・処理可能量（Ｐ９） 

(2)仮置場（場所の確保）（Ｐ９） 

(3)実行計画の作成（Ｐ１２） 

(4)分別・処理・再資源化（Ｐ１３） 

(5)環境対策、モニタリング（Ｐ１３） 

(6)収集運搬（Ｐ１４） 

(7)処理スケジュール（Ｐ１４） 

(8)処理フロー（Ｐ１４） 

 

復旧段階（数週間～数か月後） 

全体の主な動き 災害廃棄物処理の動き 

・避難所等、被災者の生活対策（避難所統廃合等） 

・被害認定調査、罹災証明の発行 

・仮設住宅（着工） 

・生活再建支援 

その他、応急段階の継続 

(1)損壊家屋等の解体・撤去（Ｐ１６） 

(2)最終処分（Ｐ１６） 

(3)適正処理が困難な廃棄物の対策（Ｐ１６） 

(4)災害廃棄物処理事業の進捗管理（Ｐ１７） 

(5)処理事業費の管理（Ｐ１７） 

 

国庫補助申請手続き 

●その他 

・一般廃棄物処理施設について（Ｐ１８） 

・職員への教育訓練（Ｐ１９） 

●参考 

・県外における過去の災害廃棄物処理対応事例（Ｐ２０） 

・推計方法（Ｐ２４） 
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Ⅲ 災害廃棄物対策 

 

１．初動段階（当日～数日） 

(１) 組織体制・指揮命令系統 

・災害廃棄物対策専門チームを立ち上げ、責任者を決定し、指揮命令系統を確立する。 

・専門チームは、災害対策本部と連携すると共に、情報の一元化に努める。 

 

※ 24 時間体制になることが想定されるため、責任者は２名以上にすることを検討

する。 

 

平常時の対応 

・地域防災計画において、廃棄物処理対策の役割の明確化、発災時の動員、配置

計画、連絡体制、指揮命令系統等を定める｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡体制図 

（清掃班） 

岩手県本部 住田町災害対策本部 

民生部 庶務班（住民税務課） 

※災害廃棄物対策専門チーム 

・廃棄物処理、ゴミ収集車手配 

・し尿処理 

気仙広域連合 

（し尿） 

大船渡地区環境衛生組合 

（廃棄物） 

廃棄物処理事業者 し尿処理事業者 

岩
手
沿
岸
南
部
広
域
環
境
組
合 

 

（
廃
棄
物
） 



4 

 

(２) 情報収集・連絡 

・人命救助を優先しつつ、次の情報について優先順位をつけて収集する。 

① 災害状況 

・避難箇所と避難人員の数 

→ 仮設トイレの必要基数を算定する。 

→ 避難所ごみ発生量を推計する。 

・一般廃棄物等処理施設の被害状況 

→ 大船渡クリーンセンター、岩手沿岸南部クリーンセンターの被災状況を確

認する。 

② 収集運搬体制に関する情報 

・道路情報 

・収集運搬車両の状況 

→ 仮置場の設置場所、収集運搬方法・ルート等について検討する。 

③ 発生量を推計するための情報 

・全半壊の建物数と解体・撤去を要する建物数 

 → 災害廃棄物発生量を推計する。 

・水害の浸水範囲（床上、床下戸数） 

 → し尿汲取処理量を推計する。 

 

情報収集項目 担当課 内線（ダイヤルイン） 

避難箇所・避難人員 総務課 

各地区本部 

212（46-2112） 

一般廃棄物処理施設 住民税務課 117（46-2113） 

ごみ収集運搬車両 住民税務課 117（46-2113） 

被災家屋 住民税務課 123（46-2113） 

浸水状況 総務課 212（46-2112） 

道路状況 建設課 154（46-2115） 

※上記情報について災害対策本部が収集している場合は、情報の一元化の観点か

ら災害対策本部から収集する。 

 

・上記の情報について県へ情報提供する。 

・被害の規模等によっては、県へ支援を要請することを検討する。 

【県担当課：資源循環推進課 TEL：019-629-5367 FAX：019-629-5369】 

 

(３) 協力・支援体制 

① 協力・支援要請 

・被害状況を踏まえ、災害支援協定等を締結している地方公共団体へ協力・支援要請

を行い、災害廃棄物の収集運搬・処理体制を整備する。 

・民間事業者等の協力を得て災害廃棄物の撤去や倒壊した建物の解体・撤去、災害廃

棄物の処理・処分を行うため、災害廃棄物処理事業を発注する。 
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協定等名称 協力・支援の概要 相手 摘要 

大規模災害時における岩手県

市町村相互応援に関する協定 
下記（参考）を参照 

岩手県内市町村  

一般廃棄物処理に係る災害相

互応援に関する協定 

岩手県内市町村、一部

事務組合、広域連合 

 

岩手・宮城県際市町村災害時

相互応援に関する協定 

災害時の物資の供給

及び職員派遣等 

岩手県内 5市町村、 

宮城県内 4市町村 

 

災害時における相互応援に関

する協定 

災害時の物資の供給

及び職員派遣等 

愛知県幸田町 

山梨県丹波山村 

北海道斜里町 

 

(参考) 

大規模災害時における岩手県市町村相互応援に関する協定（平成８年 10 月７日締結） 

・趣旨（協定書より一部抜粋） 

岩手県内において地震、津波等による大規模災害が発生した場合に、・・・、岩手県内の市町村間

の相互応援が迅速かつ円滑に行われるために必要な事項について定める。 

・応援の種類 

(１)応急措置を行うに当たって必要となる情報の収集及び提供 

(２)食料、飲料水及び生活必需物資並びにこれらの供給に必要な資機材の提供及びあっせん 

(３)被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物質及び資機材の提供及びあっせん 

(４)災害応急活動に必要な車両等の提供及びあっせん 

(５)災害応急活動に必要な職員等の派遣 

(６)被災者の一時収容のための施設の提供及びあっせん 

(７)前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

 

 一般廃棄物処理に係る災害相互応援に関する協定（平成 24 年３月１日締結） 

・趣旨（協定書より一部抜粋） 

「大規模災害時における岩手県市町村相互応援に関する協定」を踏まえ、岩手県内において地震、

津波等による大規模災害が発生し、岩手県内の市町村、一部事務組合及び広域連合が実施する一般

廃棄物処理業務を独自では適正に遂行できない場合において、岩手県内の市町村等の間の相互応援

が迅速かつ円滑に行われるために必要な事項について定めるものとする。 

 

② 協力・支援の実施 

・利用可能な連絡手段を確保し、被害情報・支援ニーズを把握したうえで協力・支援

体制を整備する。 

・被災市町村から災害廃棄物の広域処理の要請があった場合、管内の処理施設の稼働

状況等から受け入れが可能か検討を行う。 

・職員派遣による支援を行う場合は、派遣職員の安全に配慮する。 

・派遣職員は、被災において自活できるよう、燃料や食料を持参するとともに、必要

に応じて防護服・防護ゴーグル・安全靴などを持参する。 

 

(４) 各種相談窓口の設置等 

・住田町地域防災計画に基づき、災害対策本部民生部（庶務班）に被災者受付窓口（通

信網復旧後は専用コールセンターの設置など）を速やかに開設するとともに、相談情

報を管理する。 
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【住田町地域防災計画 第３章第５節（広聴広報計画）】抜粋 
２ 広聴活動 
 〇町本部長は、被災者の精神的不安を解消するため、被災者の相談、要望、苦情

等を広く聴取し、その早期解決に努める。 
 〇町本部長は、庁舎内に相談窓口を避難所に臨時災害相談所を設置するとともに、

巡回による移動相談を実施する。 
 〇県本部長は、町本部長が行う広聴活動を支援するとともに、県本部環境生活企

画室及び大船渡地方支部総務班に相談窓口を設置し、被災者の相談、要望、苦
情等を聴取し、関係課及び班と連絡しながら早期解決に努める。 

【住田町地域防災計画 第３章第５節（広聴広報計画）】抜粋 
１ 広報活動 
（2）町民に対する広報 

 
イ 広報の優先順位 
〇災害広報は、発災後の時間経過、被害の拡大の状況等を考慮しながら、次の事項
について、優先的に広報活動を行う。 

 
① 災害の発生状況         ⑦ 毛布等の生活関連物資の配給 
② 災害発生時の注意事項      ⑧ 安否情報 
③ 避難指示等の発令状況      ⑨  ライフラインの応急復旧の見通し 
④ 道路及び交通情報        ⑩ 生活相談の受付 
⑤ 医療機関の被災情報及び活動情報 ⑪ 各災害応急対策の実施状況 
⑥ 給食、給水の実施  

 
ウ 広報の方法 
〇災害広報の実施者は、総合的な情報を提供するポータルサイト等の設置に努める。 
〇災害広報の実施者は、各種広報手段を駆使し、関係機関との密接な連携協力のも
と、町民に対して的確に広報を行うものとし、おおむね次の方法により実施する。 

 
同報系防災行政無線、告知端末装置、住田テレビ（ケーブルテレビ）、広報車、 
災害掲示板、テレビ、ラジオ、インターネット、回覧板、広報紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 住民等への啓発・広報 

・被災者に対して災害廃棄物に係る啓発・広報を行う。 

・広報誌や新聞、インターネット及び避難所等への掲示などにより次の内容を啓発・広

報する。 

① 災害廃棄物の収集方法（戸別収集の有無、排出場所、分別方法、家庭用ガスボ

ンベ等の危険物、フロン類含有廃棄物の排出方法等） 

② 収集時期及び収集期間 

③ 住民が持込みできる集積場（場所によって集積するものが異なる場合はその種

類を記載） 

④ 仮置場の場所及び設置状況 

⑤ ボランティア支援依頼窓口 

⑥ 市町村への問合せ窓口 

⑦ 便乗ごみの排出、不法投棄、野焼き等の禁止 
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(６) 仮設トイレ等し尿処理 

・避難所における避難者の生活に支障が生じないよう必要な数の仮設トイレ（簡易トイ

レ、消臭剤、脱臭剤等を含む）を確保し、設置する。設置後は計画的に管理を行うと

ともに、し尿の収集･処理を行う｡ 

 

（仮設トイレ貸与事業者）※入札参加資格一覧_物品・役務（R6-R7）参照 
会社名 住所 電話 

（株）イブキ産業 高田営業所 陸前高田市高田町字大隅 18-6 0192-53-2077 

西尾レントオール（株）陸前高田営業所 陸前高田市竹駒町細根沢 14-6 0192-53-2620 

 

（し尿処理業者）※住田町地域防災計画 資料編 3-20-1 参照 
会社名 住所 電話 

(有)気仙広域清掃 大船渡市末崎町字上山 108-18 0192-27-9321 

（株）成翊光産業 大船渡市大船渡町字富沢 6-1 0192-27-1121 

（株）東環 大船渡市大船渡町字赤沢 19-1 0192-27-7347 

ライフ工業（株） 大船渡市猪川町字久名畑 98-3 0192-27-3148 

（株）菊池商店 陸前高田市広田町字泊 138-2 0192-56-2323 

 

〇仮設トイレの必要基数の推計 

【岩手災害廃棄物対応方針（Ⅱ-第 2-4（1）仮設トイレの推計値）】 

避難者数（注） 必要基数 

1,500 人 25 基 

 （注）①住田町内の浸水被害で想定される避難者数（想定最大規模の浸水想定区域の世帯

数の４割）を想定値とした。 

    ②上記推計は、避難者数に「断水により避難してきた人」を含んで算定している。 

    ③避難者以外にもボランティア等の利用が想定されるが、ボランティアが入る時

期や時間帯と、避難者が自宅整理などで出払う時間帯が重なるため、ここではボ

ランティア等の人数は加算しない。 

（仮設トイレの必要基数の推計式） 

仮設必要人数 1,989 人×平均排出量 1.7ℓ/人日×収集間隔３日÷仮設トイレ容量 400ℓ/基 

≒仮設トイレの必要基数 25 基 

 

〇し尿収集必要量の推計 

避難者数 ① 仮設トイレ必要人数 ② 非水洗化区域し尿収集人口 ③ し尿収集必要量 

1,500 人 1,990 人 1,284 人 5,564 ℓ/日 

〈推計に使用した諸条件〉 

総人口：4,742 人、水洗化人口：2,864 人、非水洗化人口：1,878 人 ※R6.3.31 現在 

避難者数：1,500 人 

簡易水道支障率：50％ 
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（推計式） 

①仮設トイレ必要人数 

避難者 1,500 人＋断水による仮設トイレ必要人数 490 人＝1,990 人 

・断水による仮設トイレ必要人数 

 ｛水洗化人口 2,864 人－避難者数 1,500 人×（水洗化人口 2,864 人÷総人口 4,742 人）｝

×簡易水道支障率 50％×1/2≒490 人 

 

②非水洗化区域し尿処理収集人口 

非水洗化人口 1,878 人－避難者数 1,500 人×（非水洗化人口 1,878 人÷総人口 4,742

人）≒1,284 人 

 

③し尿収集必要量 

（仮設トイレ必要人数 1,989 人＋非水洗化人口し尿収集人口 1,284 人）×1.7ℓ/人日 

＝5,564ℓ/日 

※ 仮設トイレの必要基数の算定についてはＰ25を参照。 

 

 (７) 避難所ごみ 

・避難所ごみを含む生活ごみは、災害廃棄物とは区別し、仮置場に搬入せず既存の施設

で処理を行う。 

・次の事項を勘案して、避難所ごみの計画的な収集運搬・処理を行う｡ 

① 避難所ごみの一時的な保管場所の確保（焼却等の処理前に保管が必要な場合） 

② 支援市町村等からの応援を含めた収集運搬・処理体制の確保 

 

〇避難所ごみの発生量の推計 

【令和 5年度 一人 1日当たり生活系ごみ排出量実績値を用いて推計】 

避難者数 避難所ごみの発生量 

1,500 人 933 ㎏/日 

 

推計式 1,500 人×622ｇ/日 

 ※ 避難所ごみの発生量の算定についてはＰ26を参照。 
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２．応急段階（数日～数週間後） 

(１) 発生量・処理可能量・処理見込み量 

・発災後における実行計画の作成、緊急時の処理体制の整備のため、被害状況を踏まえ

災害廃棄物の発生量・処理可能量の推計を行う。 

※ 災害廃棄物発生量の推計についてはＰ27を参照。 

(２) 仮置場 

＜仮置場の必要面積の算定＞ 

・被害状況を反映した発生量をもとに必要面積の算定を行う。なお、災害廃棄物を置く

面積に加え、車両走行スペースや作業スペースを考慮（面積を２倍）する。 

※仮置場の必要面積の算定についてＰ28 を参照。 

 

＜仮置場の確保＞ 

・関係部署等（自衛隊の野営場や避難所、仮設住宅等への利用も想定されるため）と調

整の上、仮置場を確保する。 

（参考） 

候補地は、以下の点を考慮して選定する。 

① 公園、グラウンド、公民館、廃棄物処理施設等の公有地（町有地、県有地、国

有地等） 

② 未利用工場跡地等で長期間利用が見込まれない民有地（借り上げ） 

③ 二次災害や環境、地域の基幹産業への影響が小さい地域 

④ 応急仮設住宅など他の土地利用のニーズの有無 

⑤ 学校近隣を避ける（学校再開や避難所活用による利用者からの苦情を考慮） 

また、現状復旧の困難さから、農地は避けることが望ましい。 

 
仮置場の使用イメージ 

被
災
家
屋
等 

一時的な集積 

(空地等) 

一次仮置場 

(粗選別) 

二次仮置場 
(細選別) 
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仮置場候補地一覧 

所在地 

(地区) 
候補地名称 想定面積 管理者 

利用方法 避難 

場所 
備考 

一次 二次 

世田米 旧すみた荘用地 8,000 ㎡ 町 〇    

大 股 種山イベント広場駐車場 12,000 ㎡ 町 〇 〇   

下有住・ 

上有住 
町有地（新田） 10,000 ㎡ 

町 〇 〇   

五 葉 町有地（中埣） 5,500 ㎡ 町 〇    

 ※仮置場の必要面積の推計については、P28 を参照。 

 

＜仮置場の設置・管理・運営＞ 

・風が強い場所に仮置場を設置する場合は、災害廃棄物の飛散防止に留意する。 

・住民が持ち込む災害廃棄物について、分別して置かれるよう誘導するため、大まかな

品目毎の置き場に立札を設置するとともに、分別した少量の災害廃棄物（見せごみ）

をそれぞれの場所へ置いておく。 

・汚水が土壌へ浸透するのを防ぐために、災害廃棄物を仮置きする前に仮舗装の実施や

鉄板・シートの設置、排水溝及び排水処理設備等の設置を検討し、汚水による公共の

水域及び地下水の汚染、土壌汚染等の防止措置を講じる。 
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一次仮置場 配置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二次仮置場 配置例 

 

 

出入口・受付 

コンクリートがら等 

木くず等 

可燃系物 

不可燃系物 

その他 

搬
入
出
・
作
業
区
画 

入口 出口 

受付 

不可燃物 

（ガラス等） 

可燃物 

コンクリートがら 木くず等 

畳・大型家具 

布団・ 

マットレス 

金属くず 

危険物 

廃家電 

土砂・廃棄物混合土砂 

搬
出
作
業
ス
ペ
ー
ス 



12 

 

復旧段階（数週間～数か月後）で実施するもの 

・設定した処理期間内に、既存施設で災害廃棄物処理が完了できない場合、破砕や焼却

処理を行う仮設施設の設置等を検討する。 

 

＜人員・機材の配置＞ 

・適切な仮置場の運用を行うために次の人員・機材を配置する。 

① 仮置場の管理者 

② 十分な作業人員、車両誘導員、夜間警備員 

③ 廃棄物の積上げ・積下しの重機 

④ 場内運搬用のトラック 

⑤ 場内作業用のショベルローダー、ブルドーザーなどの重機 

 

＜災害廃棄物の数量管理＞ 

・トラックスケールを設置し、持ち込まれる災害廃棄物の収集個所、搬入者、搬入量を

記録し、重量管理を行うとともに、災害時の不法な便乗投棄等による廃棄物の混入防

止を図る。 

 

＜仮置場の返却＞ 

・仮置場の返却にあたり、土壌分析等を行うなど、土地の安全性を確認し、仮置場の原

状回復に努める。 

 

（３）災害廃棄物処理実行計画の作成 

・処理計画どおりに進めるため、必要に応じて災害廃棄物処理実行計画を作成する。 

・実行計画は、処理計画を基に災害廃棄物の発生量と廃棄物処理施設の被害状況等を把

握した上で作成する。 

・環境省で作成する災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）を基本として、地域の実

情に配慮した基本方針を作成する。   

生活環境の保全上、災害廃棄物処理事業は、発災年度を含め２年度以内に処理を

完了するよう実行計画を作成するとともに、災害廃棄物の再資源化、減量化等に配

慮する。 

なお、東日本大震災のように著しく異常かつ激甚な非常災害により、被災地のみ

での対応が困難な膨大な災害廃棄物が発生し、環境省において災害廃棄物の処理指

針（マスタープラン）が作成された場合は、それを基に実行計画を作成する。 
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（４）分別・処理・再資源化 

・今後の処理や再資源化を考慮し、可能な限り分別を行う。 

平常時の対応 

・管内外の一般廃棄物処理施設（焼却施設、最終処分場等）のリストを作成する。 

・再資源化が見込める民間業者のリストを作成する。 

 

（焼却施設） 

施設名称 住所 電話 備考 

岩手沿岸南部 

クリーンセンター 
釜石市平田第 3地割 81番地 1 0193-27-7020 公共 

※上記のほか、民間処理施設として、太平洋セメント（株）大船渡工場（大船渡市赤崎町字

跡浜 21 番地 6）が協議により受入の可能性がある。 

 

復旧段階（数週間～数か月後）で実施するもの 

・復興計画や復興事業の進捗にあわせて分別・処理・再資源化を行う。 

・分別・処理・再資源化の実施にあたっては、廃棄物の種類毎の性状や特徴、種々の課

題に応じた適切な方法を選択する。 

（参考）東日本大震災時の県内の標準的な処理の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参照：東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の岩手県における処理の記録Ｐ83） 

 

(５) 環境対策、モニタリング、火災対策 

＜環境モニタリング＞ 

・地域住民の生活環境への影響を防止するために、発災直後は特に廃棄物処理施設、廃

棄物運搬経路や化学物質等の使用・保管場所等を対象に、大気質、騒音・振動、土壌、

臭気、水質等の環境モニタリングを行い、被災後の状況を確認し、情報の提供を行う。 
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復旧段階（数週間～数か月後）で実施するもの 

・労働災害や周辺環境への影響を防ぐために、建物の解体・撤去現場や仮置場において

環境モニタリングを実施する。 

 

＜悪臭及び害虫発生の防止＞ 

・腐敗性廃棄物を優先的に処理し、消石灰等を散布するなど害虫の発生を防止する。 

 

＜仮置場における火災対策＞ 

・仮置場における火災を未然に防止するための措置を実施する。また、万一火災が発生

した場合に、二次被害の発生を防止するための措置も併せて実施する。 

・万一火災が発生した場合は、消防と連携し、迅速な消火活動を行う。 

 

復旧段階（数週間～数か月後）で実施するもの 

・メタンガス等の可燃性ガスを抜くことを兼ねて放熱管の設置等により仮置場におけ

る火災を未然に防止するとともに、二次災害の発生を防止するための措置を継続し

て実施する。 

 

（６) 収集運搬 

・災害時において優先的に回収する災害廃棄物の種類（道路上等に散乱したものも含

む）、収集運搬方法・ルート、必要資機材、連絡体制・方法について検討し、収集運搬

体制を整備する。 

 

(７) 処理スケジュール 

・次に示す実際の被害状況等を踏まえた処理スケジュールを検討する。 

① 職員の被災状況 

② 災害廃棄物の発生量 

③ 処理施設の被害状況等を考慮した処理可能量 

 

(８) 処理フロー 

・処理方針、発生量・処理可能量、廃棄物処理施設の被害状況を踏まえ、処理フローを

作成する。 

※ 処理フロー図の作成例についてはＰ15 を参照。 
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処理フロー図（例） 

発生現場  一次集積所  二次集積所  処理先 

       

       

損壊家屋解体・撤去     

 

混合物 可燃系混合物 

不燃系混合物 

木くず 

土 砂 

危険物 

家具類 

木 く ず 

土 砂 

可 燃 物 

不 燃 物 

金属くず 

危険物 

大型家具 

木 く ず 

土 砂 

た た み 

布団・ﾏｯﾄﾚｽ 

家 電 家 電 

一部事務組合等（焼却） 

セメント会社（資源化） 

古物商（売却） 

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所（資源化） 

廃棄物混ざり土砂 セメント会社（資源化） 

自治体内（埋戻材） 

専門業者（資源化） 

専門業者（処理） 

一部事務組合等（焼却） 

木くず 

コンクリートがら 

混合物 

木 く ず ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所（資源化） 

自治体内（埋戻材） コンクリートがら 

不燃物 

断熱材 

金属くず 古物商（売却） 

セメント会社（資源化） 
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３．復旧段階（数週間～数か月後） 

(１) 損壊家屋等の解体・撤去 

＜災害廃棄物の撤去、建物の解体・撤去＞ 

・通行上支障がある災害廃棄物を撤去し、倒壊の危険性のある建物を優先的に解体・撤

去する。 

・思い出の品及び貴重品の回収・保管・運営・返却を行う。 

・太陽光発電設備の撤去にあたっては、日照時は発電により感電の恐れがあるため、取

扱いに注意する。 

平常時の対応 

・建物の解体など災害廃棄物を撤去する場合は思い出の品や貴重品、残置物を

取り扱う必要があることを前提として、取扱ルールを検討する。 

 

＜石綿対策＞ 

・石綿含有建材の使用状況を確認し、その情報を関係者へ周知し、他の廃棄物への混入

を防ぐ。 

・石綿の含有が懸念される建築物及び建築物以外の構造物は、解体前に専門業者により

分析調査等を行い、石綿の使用が確認された場合、大気汚染防止法及び石綿障害予防

規則等に基づき、関係機関と調整し、必要な手続きを行った上で、石綿の除去作業を

実施する。除去された石綿については、直接処分場に埋め立てるなど適切に処分する。 

 

(２) 最終処分 

・再資源化や焼却ができない災害廃棄物及び焼却処理によって発生する焼却灰を埋め

立てるため、処分先を確保する。 

平常時の対応 

・災害廃棄物の受け入れ可能な最終処分場を検討する。 

 

(３) 有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 

・有害廃棄物の飛散や危険物による爆発・火災等の事故を未然に防ぐため回収を優先的

に行い、保管または早期の処分を行う。人命救助の際には特に注意を払う。 

・ＰＣＢ等の適正処理が困難な廃棄物は、排出者が事業者へ引き渡すなど適切な処理を

行う。 

・放射性物質を含んだ廃棄物の取扱いについては、国の方針に従い処理する。 

(４) 災害廃棄物処理事業の進捗管理 

・仮置場への搬入・搬出量、解体家屋数、処分量などの量的管理に努め、進捗管理につ

なげる。 

・被害状況に応じた災害廃棄物処理事業を実施する。 
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(５) 処理事業費の管理 

・災害廃棄物処理費用について、適切な価格であるか確認を行う。 
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【一般廃棄物処理に係る災害相互応援に係る協定（平成 24 年 3 月 1 日締結）】抜粋 
 
（応援調整市町村） 

第４条 市町村等は、要請市町村及び応援市町村等の間の連絡調整等を行う市町村
（以下「応援調整市町村」という。）を地域ごとに定めるものとする。 
２ 前項に規定する応援調整市町村は別表第１のとおりとする。 
 
別表第１（第４条関係） 
 

地域名 構成市町村等 
応援調整市町村 

正 副 

気仙 
大船渡市、陸前高田市、住田町、 
大船渡地区環境衛生組合、 
岩手沿岸広域環境組合、気仙広域連合 

一関市 奥州市 

 

Ⅳ 一般廃棄物処理施設について 

 

１．初動段階 

一般廃棄物処理施設等の安全性の確認及び補修 

・一般廃棄物処理施設及び運搬ルートの被害内容を確認するとともに、安全性の確認

を行う。 

 

２．応急段階・復旧段階 

一般廃棄物処理施設等の復旧 

・適正に廃棄物処理施設の復旧を図る。また、施設の復旧事業を実施している間に排

出される廃棄物を処理するため「一般廃棄物処理に係る相互応援に関する協定」に

より、岩手県内市町村、一部事務組合、広域連合に処理を依頼するなど処理ルート

を確保する。 
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Ⅴ その他 

 

１．職員への教育訓練（平常時に実施） 

・災害時に処理マニュアルが有効に活用されるよう記載内容について職員へ周知する

とともに、処理計画を随時見直す。 

・災害時に被災市町村へ派遣することなどを目的に、災害廃棄物処理の実務経験者や専

門的な処理技術に関する知識・経験を有する者をリストアップし、継続的に更新する。 

・事業者団体やリストアップされた実務経験者以外も対象として、定期的に講習会・研

修会等に関する情報発信を行い、能力維持に努める。 

 

２．国庫補助金（災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧費補助金）の

活用 

・災害等廃棄物処理事業費補助金（災害廃棄物の処理） 

一定レベル以上の災害により、それに起因した廃棄物が発生し、生活環境の保全上特

に必要とされる廃棄物等の処理にかかる事業費（諸経費等を除く）が 40万円以上とな

る場合、災害等廃棄物処理事業費補助金（補助率 1/2）を活用する。 

・廃棄物処理施設災害復旧費補助金（廃棄物処理施設の復旧） 

一定レベル以上の災害により、一般廃棄物処理施設や市町村設置型浄化槽等に一定

以上の被害があった場合、廃棄物処理施設災害復旧費補助金（補助率 1/2）を活用する。 

 

※災害査定 

国庫補助金を活用する場合、補助対象事業限度額を決めるため、査定官（環境省

担当官）及び立会官（財務局担当官）による災害査定を受ける。 

被害について写真や地図等を用いて概要説明する必要があることから、被害状

況の証拠書類を必ず用意する。特に、水害の場合は浸水したことがわかる写真等の

用意を徹底する。 

また、災害廃棄物処理事業の内容や処理費用について、適切な事業であること、

会計事務を適正に行っていることを積算書、契約書等の関係書類で説明する。 
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＜参考：県外における過去の災害廃棄物処理対応事例＞ 

１ 平成 25 年伊豆大島土砂災害（台風第 26号 10/16）  出典：大島町災害廃棄物処理事業記録 

                               平成 25 年伊豆大島土砂災害記録誌 

（１）被災自治体基本情報（平成 25 年９月末時点）        東京都環境局資源循環推進部計画課 

自治体名 面積 人口 世帯数 

東京都大島町 91.06 ㎢ 8,365 人 4,835 世帯 

 

（２）人的被害 

死者 行方不明者 負傷者 

36 名 ３名 22 名 

 

（３）住家等被害戸数 

区分 全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 合計 

被災住宅(居住家) 50 11 16 77 154 

被災家屋(倉庫等) 87 17 33 109 246 

建物被害合計 137 28 49 186 400 

 

（４）避難所数・避難者数 

避難所開設数(最大) 避難者数(最大) 

11 個所 1,374 人 

 

（５）仮置場設置場所（太枠は二次仮置場としても利用） 

一次仮置場 集積対象物 面積 推定最大保管量 開設時期 土地所有者 

元町港ヤード 土砂、流木 9,128 ㎡ 20,550ｔ 発災直後 私有地(都借用) 

火山博物館駐車場 粗大ごみ等 3,000 ㎡ 304ｔ 発災直後 町 

国民宿舎横 土砂 3,000 ㎡ 8,020ｔ 10/28 私有地 

大島空港(滑走路脇) 流木 8,400 ㎡ 1,600ｔ 11/14 都 

大島空港(南側) 流木 12,600 ㎡ 230ｔ 11/14 都 

石井組 土砂 3,200 ㎡ 450ｔ 発災直後 私有地 

オーレック 流木、粗大ごみ等 24,700 ㎡ 9,704ｔ 発災直後 私有地 

土砂採掘場跡地 土砂 35,200 ㎡ 17,850ｔ 発災直後 私有地 

合計 99,228 ㎡ 58,708ｔ   

（６）災害廃棄物発生量及び処理方法 

島
内
処
理 

種類 処理量 処理方法  

可燃性廃棄物（木くず等） 677ｔ 焼却 大島町野増清掃工場 

コンクリートがら 3,070ｔ 再資源化 大島リサイクルセンター 

廃家電等 95ｔ 破砕 民間業者 

金属 311ｔ 再資源化 民間業者 

不燃物、焼却残渣 283ｔ 埋立処分 大島一般廃棄物管理型最終処分場 

ガラス・陶磁器等 51ｔ 埋立処分 大島町安定型最終処分場 

土砂 216,922ｔ 資材利用 南部砂利採掘跡地、復旧工事、自然回復事業 

処理量 計 221,409ｔ   

島
外
処
理
（
事
務
委
託
分
） 

廃木材（解体系廃木材） 47ｔ 再資源化 民間事業者 

布団 8ｔ 破砕等※ 民間事業者 

廃木材（流木系直木材） 5ｔ 再資源化 民間事業者 

廃タイヤ 7ｔ 破砕等※ 民間事業者 

可燃性廃棄物（木くず等） 3,630ｔ 焼却（熱回

収） 
東京二十三区清掃一部事務組合 

建設混合廃棄物 1,363ｔ 破砕等※ 民間事業者 

廃畳 38ｔ 破砕等※ 民間事業者 

廃木材（流木系混合木材） 6,437ｔ 再資源化 民間事業者 

処理量 計 11,536ｔ   

処理量 合計 232,945ｔ   
※破砕等…破砕御に分別し、鉄くず等を資源回収、可燃残さを焼却処理（熱回収）した。 
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（７）災害廃棄物処理経費  4,785 百万円（国土交通省の堆積土砂除去事業費含む） 

（８）災害廃棄物処理体制 

【大島町】島内での災害廃棄物処理業務、通常廃棄物処理業務。【コンサルタント】大島町災害廃棄物等

処理計画策定支援、島内施工監理。【東京都】島外での災害廃棄物処理業務(地方自治法に基づく事務委

託)、船舶・陸送輸送、技術支援。【公益財団法人東京都環境公社】島外搬出に係る現場監理業務等。 

 

２ 平成 26 年広島土砂災害（８月豪雨 8/20） 

出典：平成 26年８月豪雨に伴う広島市災害廃棄物処理の記録 

広島市環境局環境政策課 

（１）被災自治体基本情報        （平成 26年７月末現在） 

自治体名 面積 人口 世帯数 

広島市 905.41 ㎢ 1,187,902 人 543,081 世帯 

 

（２）人的被害 

死者 負傷者 

76 名 68 名 

 

（３）住家等被害戸数 

区分 全壊 半壊 一部損壊 床上浸水 床下浸水 合計 

住家 179 217 189 1,084 3,080 4,749 

非住家 457 457 

 

（４）避難所数・避難者数 

避難所開設数(最大) 避難者数(最大) 

16 個所 2,354 人 

 

（５）仮置場設置場所 

積替場（一時集積 H26 8/21～H27 6/10） 水道局用地 太田川河川敷 約２ha 

 

一次仮置場 土地の種類 面積 開設時期 

可部運動公園 公園 1.17 ha H26 8/22～H27 7/10 
中国電力南原研修所多目的グラウンド 民有地 2.00 ha H26 8/29～H27 5/29 

伴西公園 公園 0.65 ha H26 8/21～H27 3/16 

広島市有地(市立大学隣接) 市有地 1.00 ha H26 8/30～H27 9/18 

消防訓練用地 訓練用地 1.80 ha H26 8/26～H28 1/28 

水道局用地 廃棄物保管施設 0.43 ha H26 9/6 ～H27 6/30 
下水道局西部水資源再生センター用地 施設用地 3.00 ha H26 9/16～H27 10/26 

広島市有地(専門学校側) 市有地 0.50 ha H26 9/17～H27 9/19 

広島西飛行場跡地 県有地 9.20 ha H26 9/29～H28 2/24 

合計 19.75 ha  

 

二次仮置場（中間処理 H27 2/4～H28 3/17） メッセ・コンベンション等交流施設用地 市有地 約５ha 

 

（６）災害廃棄物発生量及び処理方法 

種類 処理量 処理方法  

分別土砂 500,140ｔ 埋立材 広島港出島地区埋立事業地第３工区 
破砕コンクリートがら等 4,503ｔ 再生砕石(売却)  

金属類 451ｔ 再生金属原料(売却)  

非塩素系可燃物 2,410ｔ 燃料化  

流木・柱角材 10,124ｔ 燃料(売却)、堆肥化  

処理困難物 47ｔ 民間委託  

焼却灰 14ｔ セメント原料  
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廃家電、廃自動車 80ｔ 民間委託  

資源物(ダンボール等) 8ｔ 資源化  
可燃物、大型ごみ 

1,713ｔ 焼却 中工場、安佐南工場、安佐北工場 
塩素系可燃物 

不燃物、残渣等 2,814ｔ 埋立 
玖谷埋立地 

広島港出島地区廃棄物等埋立処分場 

処理量 合計 522,304ｔ   

（７）災害廃棄物処理経費  約 73 億 830 万円 

（８）災害廃棄物処理体制 

広島市環境局：災害ごみ・し尿収集運搬及び処理、進捗管理等 

広島市下水道局：民有地等土砂撤去班、公共土木施設災害復旧班 

 

３ 平成 27 年９月関東・東北豪雨（常総市）（９月豪雨 9/9-9/10） 

出典：平成 27年９月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理の記録 

常総市経済環境部生活環境課 

（１）被災自治体基本情報（平成 26 年 10 月１日現在） 

自治体名 面積 人口 世帯数 

常総市 123.64 ㎢ 62,957 人 20,948 世帯 

 

（２）人的被害 

死者 負傷者 

8 名 44 名 

 

（３）住家等被害戸数 

区分 全壊 大規模半壊 半壊 床上浸水 床下浸水 合計 

住家 53 1,581 3,484 165 3,084 8,367 

 

（４）避難所数・避難者数 

避難所開設数(最大) 避難者数(最大) 

39 個所 6,233 人 

 

（５）仮置場設置場所 

仮置場 土地の種類 面積 設置時期 備考 

地域交流センター東側駐車場 市有地 8,300 ㎡ 9/11  

豊田球場 公園 10,000 ㎡ 9/12  

ポリテクセンター茨城前 市有地 6,000 ㎡ 9/14  

きぬアクアステーション 県有地 35,000 ㎡ 9/14 市外（下妻市） 

クリーンポート・きぬ北側 一部事務組合敷地 20,000 ㎡ 9/14 市外（下妻市） 

宝堀球場 公園 25,000 ㎡ 9/16 市外（坂東市） 

圏央道常総ＩＣ用地 国有地 7,000 ㎡ 9/19  

青少年の家グラウンド 市有地 12,400 ㎡ 9/27  

石下庁舎西側駐車場 市有地 4,000 ㎡ 9/12 受入を短期で終了※ 

三妻小学校グラウンド 市有地 10,700 ㎡ 9/13 受入を短期で終了※ 

鬼怒中学校グラウンド 市有地 12,400 ㎡ 9/13 受入を短期で終了※ 

石下自動車学校跡地 市有地 17,300 ㎡ 9/13 受入を短期で終了※ 

水海道産業ストックヤード 民有地 1,600 ㎡ 9/27 受入を短期で終了※ 

合計 169,700 ㎡   
※受入を短期で終了した理由…市街地に位置していた、学校の運営が再開、住民からの苦情など 
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（６）災害廃棄物発生量及び処理方法 

種類 発生量 処理方法 その他 

混合廃棄物 35,437ｔ 破砕・分別・焼却・溶融した後、一部を資源化 処理残さは埋立 

不燃廃棄物 628ｔ 金属、プラスチック類を資源化 残さは適切に処分 

廃家電 248ｔ 金属等を資源化 残さは適切に処分 

金属くず 320ｔ 資源化（金属原料）  

廃畳 887ｔ 資源化（原燃料化）  

廃タイヤ 56ｔ 資源化（代替燃料等、一部は原型利用）  

その他可燃 12ｔ 資源化（スラグ等）  

木くず 1085ｔ 資源化（オガ粉、燃料用チップ等）  

コンクリートがら 5,181ｔ 資源化（砕石・鉄等）  

瓦 869ｔ 資源化（路盤材、路床材等）  

土砂混合ごみ 6,261ｔ 資源化（セメント原料糖）  

浸水米 1,387ｔ 資源化（原燃料化）  

処理量 合計 52,372ｔ   

（７）災害廃棄物処理経費  約 27 億 4,500 万円（国庫補助対象外経費を含む） 

（８）災害廃棄物処理体制 

常総市生活環境課、常総市災害廃棄物処理ＰＴ：実行計画策定（委託）、収集・運搬（委託） 

D.Waste-Net：現地調査、災害廃棄物発生量推計方法や処理困難物の処理方法の助言等 
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推計方法 

 

 

 
仮設トイレの必要基数 

し尿収集必要量 

避難所ごみ発生量 

災害廃棄物発生量（水害・津波被害） 

災害廃棄物発生量（地震被害） 

仮置場の必要面積 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

仮設トイレの必要基数 

―――仮設トイレ必要人数――― 

避難者数    ●上水道支障者数  平均排出量 収集間隔（日）仮設トイレ容量 

 
 

     仮設トイレの必要基数 

   
 

予備計算 

●上水道支障者数の半分＝ 

水洗化人口  避難者数    水洗化人口   総人口    上水道被害率 

 
 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

し尿収集必要量の推計 

★災害時における 

し尿収集必要人数※   平均排出量（Ｌ／人・日）  し尿収集必要量（Ｌ／日） 

 
※「災害時におけるし尿収集必要人数」の対象は以下のとおり。 

・避難者数 

・上水道支障者数（避難者を除く）の半分 

  ⇒ ｛水洗化人口－避難者数×（水洗化人口／総人口）｝×上水道の被害率×1/2 

・汲取者数（避難者を除く） 

  ⇒ 汲取人口－避難者数×（汲取人口／総人口） 

 

予備計算 

★災害時におけるし尿収集必要人数＝ 

避難者数    ●上水道支障者数の半分 ▲汲取者数 

 
▲汲取者数＝ 

汲取人口   避難者数    汲取人口    総人口 

 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

1.7 

1/2 

1.7 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

避難所ごみ発生量 

避難者数（人）       発生原単位（g／人・日）※  避難所ごみの発生量（g／日） 

 
※発生原単位・・・収集実績に基づき設定する。 

（例：１人１日あたりの生活系ごみ収集量の実績値） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

水害、津波被害に伴う災害廃棄物発生量 

建物被害別に災害廃棄物発生量を推計（それぞれ計算） 

建物被害棟数   発生原単位※（ｔ／棟） 発生量（ｔ） 

 
※発生原単位（水害、津波） 
全壊：１１７ｔ／棟 半壊：２３ｔ／棟 床上浸水：４．６ｔ／世帯 床下浸水：０．６２ｔ／世帯 

全壊      半壊      床上浸水    床下浸水    発生量（全体） 

 
種類別の発生量を推計（それぞれ計算） 

発生量（全体）  種類別割合※      種類別発生量 

 
※種類別割合（水害、津波） 
可燃物：１８％ 不燃物：１８％ コンクリートがら：５２％ 金 属：６.６％ 柱角材：５.４％ 

 

発生量(全体) 可燃物(18％)不燃物(18％) コンがら(52％)金属(6.6％) 柱角材(5.4％) 

 
 

 

地震被害に伴う災害廃棄物発生量 

建物被害別に災害廃棄物発生量を推計（それぞれ計算） 

建物被害棟数   発生原単位※（ｔ／棟） 発生量（ｔ） 

 
※発生原単位（地震） 
全壊：１６１ｔ／棟  半壊：３２ｔ／棟 

全壊      半壊      発生量（全体） 

 
 

種類別の発生量を推計（それぞれ計算） 

発生量（全体）  種類別割合※      種類別発生量 

 
※種類別割合（水害、津波） 
可燃物：８％ 不燃物：２８％ コンクリートがら：５８％ 金 属：３％ 柱角材：３％ 

 

発生量(全体) 可燃物(８％)不燃物(28％) コンがら(58％)金属(３％) 柱角材(３％) 

 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

仮置場の必要面積の算定 

必要面積(㎡)  発生量(ｔ)    見かけ比重※  積み上げ高さ 

 
※見かけ比重（ｔ／㎥） 

可燃物：０．４  不燃物：１．１ 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

２倍 ５ｍ 


